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本研究は、ソウル市の居住貧困層に対する社会的包摂を目的としたものである。そのた

め、まず近年都市政策や社会政策分野において広く取り上げられている社会的排除議論を

検討し、とりわけその中から居住に関連した社会的排除の議論を中心に本研究の分析のた

めの枠組みを検討したものである。社会的排除概念は、それに関する説明力と対応力にお

いて有効性が認められ、様々な政策文脈で課題として取り組まれており、とりわけ上記し

たような都市政策や社会政策においては積極的な政策執行が見られるようになった。本研

究ではそのような概念の有効性に基づき、とりわけ居住分野における社会的排除との関係

や、居住貧困化のプロセスなどを明らかにするところに焦点を当てている。それはこれま

でのような、居住貧困の結果だけではない、そのプロセスやメカニズムについての対応が

最も必要になっているためである。本研究では、それらの分析結果に基づいた政策対応の

重要性を主張し、さらにそれに関する政策的課題を提案することに目的を据えている。 
研究方法は、そのような背景と目的の下、韓国における居住貧困当事者のライフ・ヒスト

リー調査を通じた深層的な質的調査方法論に基づいており、社会的排除論や関連政策など

については主に文献研究を中心として行った。 
研究の構成としては、まず、【第Ⅱ章】と【第Ⅲ章】で、本研究の分析枠組みを考えるた

めの理論的レビューを行った。【第Ⅱ章】では、社会的排除議論の背景と含意について理論

的レビューを行った。【第Ⅲ章】では、そのような社会的排除論の中で、とりわけ居住と関

連した諸議論のレビューを行った。その中では、本研究の研究対象とも関連し重要な範疇

である、地域と住居に関わる議論を整理し、それらの議論を社会に対する排除と包摂の領

域とに再構成して分析の枠組みを示した。まず、地域に関連しては、近年その重要性がま

すます認識されている「地域効果」を「貧困の集中・立地効果」、「サービス効果」、そして

「社会化・社会的ネットワーク効果」の三つのカテゴリで、そして「住居と社会的排除と

の関係」については、「社会的排除の原因と結果としての住居」と「適切な住居や居住安定

に関連したサービスからの排除」のカテゴリに分けて各々分析が必要であることを確認し

た。ここまでが研究の＜第 1 部＞に当たる部分で、社会的排除の含意と居住分野における

理論的レビューを行い、その分析枠組みを示している。 
次に、研究の＜第 2 部＞に当たる部分として、【第Ⅳ章】と【第Ⅴ章】、そして【第Ⅵ章】

がある。まず、【第Ⅳ章】では、韓国における居住貧困層の形成とそれらに対するこれまで

の政策展開の特性、そして 1997 年末に始まった、経済危機以降における居住貧困層の現状

について、既存の研究資料や統計データを活用し検討を行った。その中から、居住貧困層

及び居住貧困地域に対する政策的対応は、住宅再開発事業を中心として取り組まれてきた



が、それが実際の居住貧困層の居住安定や居住水準向上には繋がらなかったことが明らか

になった。しかし、経済危機以降の社会的状況からは、所得や居住水準における二極化が

より進み厳しい状況にあることがうかがわれ、そのようなマクロ社会における社会・経済

的な不安の増加が、ミクロな制度や組織に対し影響を与え、社会的排除を導く恐れがある

ことを指摘した。以上を鑑みた結果、居住貧困層やその居住地域に対するより積極的な対

応が求められることが認められた。それは、とりわけ集中化・鋭角化されている居住貧困

地域に対する、より積極的で包括的な対応を指し、居住地域の物理的な「整備」から、地

域社会と居住者に関する「再生」を視野に入れた方法が講じられるべきであることが確認

された。 
【第Ⅴ章】では、上記の分析の内容として示された「地域効果」に関連して分析を行っ

た。その結果、地域効果による排除の産出として次のようなものが取り上げ、地域効果に

関連し区分した類型を、社会的包摂や排除の社会的な文脈に当ててみると、下記のような

三つの地域類型が改めて確認され、その各々の地域類型ごとのニーズに対応する必要があ

ることが認められた。 
【第Ⅵ章】では、住居と社会的排除との関係について分析を行っている。以上のような結

果から、本研究ではいくつかの課題を提案しているが、それらの概要は下記の通りである。 
第一に、居住貧困及び居住地域についての厳密な定義付けと統合された調査が必要である。 
第二に、居住貧困地域のニーズに応じた地域包括型事業が必要である。また、それは基本

的に、地域に基づいたパートナーシップによる事業であり、「小規模地域再生優先事業」と

「近隣型地域再生事業」の実施が考えられる。 
第三に、居住貧困層に対する様々な住宅に対する選択肢が用意されるべきである。 
最後に、居住者の居住の権利が保障される、法律上を含めた規定が必要である。 
 本研究は、韓国における居住貧困層の実態と政策を社会的包摂という概念を通じて詳細

に分析し、優れた学術的価値を有している。さらに、その分析を通じて今後の実践的課題

についての有益な提言を行っている。 
 よって本論文は博士（工学）の学位請求論文として合格と認められる。 


